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＊『環境会議 Environmental Forum』2013 年秋号（pp. 106-113）に寄稿した論考のオリ

ジナル原稿です。 

 

脱成長─エコロジカルな連帯社会を目指して─ 

 

中野佳裕 

 

著者プロフィール： 

中野佳裕（なかの・よしひろ） 

1977年、山口県生。PhD（開発学）。専門は社会発展思想、平和学。現在、国際基督教大学

社会科学研究所助手・研究員。主論文に「ポスト 3・11 生存の倫理の再構築を目指して」

（『PRIME』35号、2012年）。共著に『脱成長の道』（コモンズ、2011年）、訳書にラトゥー

シュ著『経済成長なき社会発展は可能か？』（作品社、2011年）、『〈脱成長〉は世界を変え

られるか？』（作品社、2013年）がある。 

 

リード： 

セルジュ・ラトゥーシュ等の脱成長論によれば、人類の生存のためにまず私たちがすべき

ことは、際限なき経済成長という価値観からの脱出である。では、脱成長のパラダイムは、

持続可能な社会をどのような手続きで描くのか。歴史哲学の再編、倫理の再構築、民主主

義の深化の三点から検討する。 

 

本文 

はじめに： 

脱成長（デクロワサンス）というスローガンは、先進諸国が目指すべき新しい社会発展

目標として、二〇〇〇年代初頭にフランスの思想家セルジュ・ラトゥーシュ等によって提

案された。その後このスローガンは、世界各地で同時多発的に展開している反グローバリ

ズムの社会運動のうねりの中でヨーロッパやラテンアメリカの市民社会に徐々に浸透し、

論争を巻き起こしている。 

二〇〇八年以降は「脱成長に関する国際会議」も隔年で開催されるに至っている。ラル

ース辞典には「資本主義的経済成長を諦め、地球に対する我々のエコロジカル・フットプ

リントの削減を推奨する政策」として紹介されている脱成長の企図は、経済のグローバル
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化がもたらす生態学的・社会的危機を克服するために、産業文明の構成原理の抜本的変革

を構想する。本稿では、脱成長の理論的特徴を、（１）歴史哲学の再編、（２）倫理の再構

築、（３）民主主義の深化の三点に絞って紹介する。 

 

1 歴史哲学の再編 

過去十年間、地質学ではアントロポセンという新語が流通している。アントロポセンは

完新世に続く地質学上の時代区分であり、人間の諸活動が生物圏の再生産能力に影響を及

ぼす時代を指す。アントロポセンの時代がいつ始まったかは諸説あるが、フランスの経済

学者ジャック・グリンヴァルドに従えば、産業革命以降の時代、わけても化石燃料依存の

工業的生産様式の拡大成長が始まった一八六〇年代以降の時代がこれに相当する。 

この地質学上の新たな時代認識は、われわれに歴史哲学の再編を迫る。伝統的に西洋文

明において、歴史は人間の創出した政治社会体制の変化を対象とするものだとされ、自然

史と明確に区別されてきた。しかし一九七〇年代より顕在化した地球環境問題は、人間の

営みが生物圏の因果関係を変容させ、その影響をめぐりめぐって人間自身が被るというフ

ィードバック・ループの存在を明らかにした。ここに、人類史を地球生命史の中に位置付

けて検討するという、歴史哲学の再編が要請されるに至ったのである。 

 

2 倫理の再構築 

アントロポセンの時代が示唆することの一つには、倫理の再検討がある。一九世紀以降

拡大発展を続ける産業文明は、二〇世紀後半以降、欧米・日本の先進工業国を中心にエネ

ルギー・資源を大量消費する消費社会を形成するに至っている。そして現在、中国・イン

ドなどの新興工業国を先頭に、世界の多くの諸国が、工業化を通じて消費社会へいたるた

めに経済開発を行っている。 

しかし、消費社会の地球規模での普及は、地球資源の枯渇や原発事故に代表される科学
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技術のサイド・エフェクトなど、生物圏の再生産能力に多大な負荷をかけている。最新の

調査によれば、人類全体のエコロジカル・フットプリントは、二〇〇八年時点で生物圏の

再生産能力の一・五倍に達した。消費主義的な産業文明は維持不可能な段階にあり、『成長

の限界』の著者の一人デニス・メドウズは、二〇一二年に行われた同書の四〇周年記念イ

ンタビューで、「人類は破滅のシナリオへ向かっている」と診断している。 

消費社会に内在する倫理的問題は〈節度〉の感覚の喪失にある。消費社会に暮らす人間

は、自身の生活が将来世代や自然界に与える影響を想像し、自らの行為（生産、消費）に

制約を設ける力を失っている。〈節度〉の感覚の喪失の主因は、生産力至上主義的な〈進歩〉

の思想に帰趨する。一九世紀以来、科学技術の開発とそれに伴う産業資本主義の発達が人

類の生存と繁栄を保証すると考えられてきた。ところが、近年高まる生態学的危機、そし

て科学技術に内在するリスクは、かつては人類の進歩の牽引役と考えられてきた産業社会

とそれを支える科学・技術・経済の三位一体の体制が、逆説的にも人類の生存を脅かす可

能性を顕在化した。 

この隘路から脱出するために、脱成長の企図は、〈節度〉の感覚の回復を提案する。近著

『〈脱成長〉は、世界を変えられるか？』でラトゥーシュは、世界の様々な社会思想を援用

して〈節度〉の倫理のレパートリーをいくつか提示している。 

一つ目は、アリストテレスの「知慮」に代表される、「熟議を通じた慎重な判断能力」の

再生である。潜在的なものも含め、産業文明の負荷を総点検し、将来世代の生存条件を悪

化させないように、科学・技術・経済の諸制度の質的転換を促すことが重要である。 

もう一つは、限られた資源や財を人々と分かち合うことで、資源浪費を行わない節約的

な社会をつくることである。ウィリアム・モリス、ジョージ・オーウェル、イヴァン・イ

リイチ、コルネリウス・カストリアディスなど、「慎ましさ」や「自律」の倫理を発展させ

た社会思想の系譜がこれにあたる。 
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3 民主主義の深化 

政治理論の視点から見た時、節度のある社会の構築を企てる脱成長は、近代民主主義の

テーマの刷新を目指していると言える。近代民主主義の誕生は、一七世紀から一八世紀に

かけて起こったヨーロッパ市民革命、すなわち絶対王政の支配から民衆を解放した経験に

まで遡る。その基本原理は、民衆に対して権利保障を行い、統治者の権力を法によって限

定することにある。この「権力の限定（抑制）」という考えは、産業革命以後、労働問題や

ジェンダー・人種差別などの諸問題が顕在化するにつれ、その適用範囲を経済的・社会的・

文化的領域へと拡大してきた。 

二〇世紀後半に台頭してきた消費社会は、社会的・経済的不平等と生態学的危機を地球

規模で引き起こし、現在と未来の多くの人々の生存を危機に晒している。トクヴィルは民

主主義の原理を「条件の平等化」と定義するが、消費社会は人類の生存条件の平等を脅か

しているといえよう。今日の危機の状況を踏まえた時、膨張する消費社会の諸々の権力を

抑制し、生態学的・社会的生存条件の公正な分配を空間軸と時間軸の双方で実現していく

ことが必要である。 

では、脱成長は消費社会の過剰をどのようにして制限し、産業文明の質的転換を図ろう

とするのだろうか。以下では二点に絞って説明する。 

（１） 豊かさの再検討。 

第二次世界大戦後、社会の豊かさは、もっぱら国内総生産（ＧＤＰ）によって評価され

てきた。しかしＧＤＰは、市場経済において創出される付加価値の総額に過ぎず、社会生

活の質を具体的かつ包括的に表現するものではない。たとえば、諸個人の生活満足度、人

権保障の実現度、ケーパビリティの公正な分配、環境汚染による生活の質の低下、開発に

よる美観の喪失などは、ＧＤＰには反映されない。脱成長パラダイムにおいて豊かさは、

ＧＤＰの量的増加ではなく、各地域社会に暮らす人々の生活の質の増加を意味する。 

また、脱成長は、個人の主観的満足度だけでなく、地域社会の中で人々によって分かち
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合い発達させるべき共通善が複数存在することも強調する。この観点から、社会生活の質

を測る新しい豊かさ指標を市民参加を通じて作成することが、脱成長社会へ向かう実践の

一つとしてあげられる。フランスの経済学者ジャン・ギャドレーとフロランス・ジャニ＝

カトリスが主宰する「これまでとは異なる豊かさ指標のためのフォーラム」（FAIR）は良い

例である。 

（２） 社会主義の原理の再評価。 

もう一つの実践例は、社会主義（ソシアリズム）の原理の再評価である。元々、社会主

義は一九世紀にイギリスとフランスで誕生したアソシエーション運動を源流とする。「ソシ

アル」が相互扶助や分かち合いを意味するように、社会主義は、資本主義市場経済の引き

起こす失業・格差・排除の問題を市民社会の連帯的な活動によって是正し、経済に社会正

義の感覚を導入することを目標とする。 

 社会主義の原理の特徴は主に二つある。第一に、自由主義経済思想に特徴的な個人主義

とは一線を画し、社会主義は人間の共同性や利他性を強調する。この観点から、フランス

の社会主義では、「社会的負債」や「贈与」といった言葉で表現される、市民同士の連帯を

社会の基礎と考える。第二に、旧ソ連にみられる中央集権的な計画経済とは異なり、フラ

ンスの社会主義は、協同組合や非営利組織の活動を通じて市民が地域社会の自主管理を行

う、多元主義的社会体制を理想とする。つまり社会主義は、今日「地域主義」や「ローカ

リズム」の名の下で議論される地域の自立の運動の源流のひとつとして位置づけられるの

である。 

ラトゥーシュ等フランスの脱成長論者は、一九世紀フランスの社会主義が発達させた、

連帯、自主管理、多元主義の理念、およびモリスやオーウェルなどのイギリスの民主主義

的社会主義の思想を再評価しながら、市民主体で営まれる経済の民主化運動をエコロジカ

ルな方向へと深化させることを提案する。 

脱成長的な地域作りは、様々なイニシアティブを通して行われる。たとえば、フランス
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における有機農家を支える消費者団体（AMAP）、イタリアで実践されているスロー・フード

／スロー・シティ、そしてイギリスから始まり現在では世界九〇〇カ所で実践されている

トランジション・タウンの取り組みは、脱成長の理念に近い地域社会作りの実践として、

脱成長論者たちの間でも評価されている。地域社会の様々な共通善を成熟させることを目

標に、市民組織、企業、行政が有機的に連携しながら経済活動の質的転換を促すことが重

要である。 

 

おわりに： 

脱成長の企図は、産業文明の構造的矛盾を克服する道を、経済の民主化とエコロジーの

思想・運動を接合させながら模索している。人類の長期的な生存パターンを地球生命史の

中で考察することは、われわれの生活をどのように形作り、どのような意味を与えるかと

いう点で、きわめて政治的・倫理的問題である。持続可能な地球文明の基礎となるエコロ

ジカルな連帯社会の探求のために、脱成長パラダイムの下での政治学と倫理学の深化が求

められるだろう。 

（本文：3951字） 


